
 

京都市指定通所介護事業所等における宿泊サービスの事業の人員，設備及び運営の基準等

に関する条例（平成２８年１２月２２日京都市条例第   号）（保健福祉局長寿社会部介

護保険課） 

  京都市指定通所介護事業所等における宿泊サービス（注）について，サービス利用者

の尊厳の保持及び安全の確保を図るため，事業の実施に関し遵守すべき基準等を次のと

おり定めることとしました。 

  

 注 通所介護，地域密着型通所介護，認知症対応型通所介護，介護予防認知症対応型通

所介護及び介護予防通所介護（以下「通所介護等」という。）のいずれかに係る指定を

受けた事業者が，当該事業者が行う通所介護等（以下「指定通所介護等」という。）の

利用者に対して，夜間及び深夜に提供する排せつ，食事等の介護その他の日常生活上

の世話（指定通所介護等の事業を行う事業所の設備を利用して行うものに限り，指定

通所介護等に該当するものを除く。）をいう。 

 

  この条例の概要は，次のとおりです。 

 １ 責務 

   宿泊サービス事業者（宿泊サービスの事業を行う者をいう。以下同じ。）の責務につ

いて定めることとする。 

 ２ 届出 

   宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの事業の開始等に際し，市長に届け出なけれ

ばならないこととする。 

 ３ 人員，設備及び運営の基準 

    人員に関する基準 

  宿泊サービス事業者が，宿泊サービス事業所（宿泊サービスの事業を行う事業所

をいう。以下同じ。）に置くべき従業者及びその員数を定めることとする。 

    設備に関する基準 

  宿泊サービスの事業に係る利用定員並びに宿泊サービス事業所に備えるべき設

備及び備品並びに宿泊室の床面積その他の基準を定めることとする。 

    運営に関する基準 

   ア 運営規程 
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     宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの運営に関する規程を定めなければなら 

    ないこととする。 

   イ 介護支援専門員等の承認等 

     宿泊サービス事業者は，利用者に宿泊サービスを提供しようとするときは，原 

    則として，あらかじめ介護支援専門員等（介護支援専門員又は介護予防支援の提 

    供に当たる保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する者をいう。以 

    下同じ。）と協議し，その承認を得なければならないこととする。この場合におい 

    て，介護支援専門員等は，宿泊サービスに関する事項を居宅サービス計画又は介 

    護予防サービス計画に定めなければならないこととする。 

   ウ 利用の申込時の説明 

     宿泊サービス事業者は，宿泊サービスに係る利用の申込みがあったときは，申 

    込者又はその家族に対し，宿泊サービスの利用に関する重要事項について，これ 

    を記載した書面を交付して説明しなければならないこととする。 

   エ 利用期間の制限 

     宿泊サービス利用者について連続して宿泊サービスを提供する日数は，原則と 

    して７日以内とし，宿泊サービスを提供する日数は，当該利用者の要介護認定又 

    は要支援認定の有効期間の２分の１に相当する期間を超えてはならないこととす 

    る。 

   オ 身体的拘束等の制限 

     宿泊サービス事業者は，利用者その他の者の生命又は身体を保護するため緊急 

    やむを得ない理由がある場合を除き，身体的拘束その他の利用者の行動を制限す 

    る行為を行ってはならないこととする。 

   カ 宿泊サービス計画 

     宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの利用が相当期間継続することが見込ま 

    れる利用者について，具体的なサービスの内容等を定めた計画を作成し，これを 

    当該利用者又はその家族に対して説明し，その同意を得るとともに，書面により 

    交付しなければならないこととする。 

   キ 非常災害対策 

     宿泊サービス事業者は，夜間及び深夜の非常災害に関する具体的な計画を定め， 

    及び必要な訓練を定期的に実施しなければならないこととする。 



 

   ク 記録の作成及び保存期間等 

     宿泊サービス事業者は，利用者ごとに記録を作成し，その完結の日から５年間 

    保存しなければならず，利用者から申出があったときは，当該記録を提供しなけ 

    ればならないこととする。 

 ４ 報告書の作成及び提出等 

    報告書の作成及び提出 

  宿泊サービス事業者は，毎年１回，宿泊サービスの事業の実施状況について明ら

かにした報告書を作成し，市長に提出しなければならないこととする。 

    公表 

  市長は，  の報告書の提出を受けたときは，毎年１回，その内容を取りまとめ

て，公表するものとする。 

 ５ 雑則 

    報告の徴収及び立入調査等 

  市長は，この条例の施行に必要な限度において，報告の徴収及び立入調査等をす

ることができることとする。 

    指導又は助言 

  市長は，宿泊サービス事業者及び指定居宅介護支援事業者等（指定居宅介護支援

事業者又は指定介護予防支援事業者をいう。）に対し，この条例の規定に違反する

行為を防止し，又は是正するために必要な指導又は助言を行うものとする。 

    勧告及び公表 

  市長は，  の指導を行った場合において，宿泊サービス事業者がなおこの条例

の規定に違反していると認めるときは，弁明及び有利な証拠の提出の機会を与えた

うえ，必要な措置を採ることを勧告し，その旨及びその内容を公表することができ

ることとする。 

  この条例は，平成２９年４月１日から施行することとしました。 

 

 

 

 

 



 

 京都市指定通所介護事業所等における宿泊サービスの事業の人員，設備及び運営の基準等に

関する条例を公布する。 

  平成２８年１２月２２日 

京都市長 門 川 大 作 

京都市条例第   号 

   京都市指定通所介護事業所等における宿泊サービスの事業の人員，設備及び運営の 

   基準等に関する条例 

目次 

 第１章 総則（第１条～第３条） 

 第２章 届出（第４条） 

 第３章 人員，設備及び運営の基準 

  第１節 人員に関する基準（第５条） 

  第２節 設備に関する基準（第６条・第７条） 

  第３節 運営に関する基準（第８条～第１６条） 

 第４章 報告書の作成及び提出等（第１７条） 

 第５章 雑則（第１８条～第２２条） 

 附則 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は，指定通所介護事業所等における宿泊サービスの事業の実施に関し宿

泊サービス事業者が遵守すべき基準その他の必要な事項を定めることにより，宿泊サー

ビスの利用者の尊厳の保持及び安全の確保を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は，次項に定めるもののほか，介護保険法におい

て使用する用語の例による。 

２ この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるとこ 

 ろによる。 

   指定通所介護事業所等 指定通所介護等（指定居宅サービス事業者が行う通所介護，

指定地域密着型サービス事業者が行う地域密着型通所介護及び認知症対応型通所介護，

指定地域密着型介護予防サービス事業者が行う介護予防認知症対応型通所介護並びに

１９



 

地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関す

る法律（平成２６年法律第８３号）附則第１１条又は第１４条第２項の規定によりな

おその効力を有するものとされる同法第５条の規定による改正前の介護保険法（以下

「平成２６年改正前法」という。）第５３条第１項本文に規定する指定介護予防サービ

ス事業者が行う平成２６年改正前法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護を

いう。以下同じ。）の事業を行う事業所をいう。 

   宿泊サービス 指定通所介護等の事業を行う者が，その利用者に対して夜間及び深

夜に提供する排せつ，食事等の介護その他の日常生活上の世話（指定通所介護事業所

等の設備を利用して行うものに限り，指定通所介護等に該当するものを除く。）をいう。 

   宿泊サービス事業者 宿泊サービスの事業を行う者をいう。 

   宿泊サービス事業所 宿泊サービスの事業を行う事業所をいう。 

（宿泊サービス事業者の責務） 

第３条 宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの提供に当たっては，宿泊サービスを利用

する者（以下「利用者」という。）が可能な限りその居宅において，その有する能力に

応じ自立した日常生活を継続することができるよう配慮しなければならない。 

２ 宿泊サービス事業者は，利用者の意思及び人格を尊重し，常に利用者の立場に立った 

 宿泊サービスの提供を行うよう努めなければならない。 

３ 宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの提供に当たっては，利用者に指定居宅介護支 

 援を提供する指定居宅介護支援事業者又は指定介護予防支援を提供する指定介護予防支 

 援事業者（以下「指定居宅介護支援事業者等」という。）と緊密な連携を図らなければな 

 らない。 

４ 宿泊サービス事業者は，利用者の人権の擁護及び虐待の防止を図るため，責任者の設 

 置その他必要な体制の整備を行うとともに，宿泊サービスに従事する従業者（以下「宿 

 泊サービス従業者」という。）に対する研修の実施その他の必要な措置を講じるよう努め 

 なければならない。 

   第２章 届出 

第４条 宿泊サービスの事業を行おうとする者は，別に定めるところにより，宿泊サービ

スの内容その他市長が必要と認める事項を市長に届け出なければならない。 

２ 宿泊サービス事業者は，前項の規定により届け出た事項に変更があったとき，又は休 

 止した宿泊サービスの事業を再開したときは，別に定めるところにより，その旨を市長 



 

 に届け出なければならない。 

３ 宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの事業を休止し，又は廃止しようとするときは， 

 別に定めるところにより，その旨を市長に届け出なければならない。 

   第３章 人員，設備及び運営の基準 

    第１節 人員に関する基準 

第５条 宿泊サービス事業者は，夜間及び深夜の時間帯を通じて１以上の介護職員又は看

護職員（看護師又は准看護師をいう。以下同じ。）を宿泊サービスに従事させなければ

ならない。 

２ 宿泊サービス事業者は，宿泊サービス事業所に１以上の看護職員を置かなければなら 

 ない。 

    第２節 設備に関する基準 

（利用定員） 

第６条 宿泊サービスの事業に係る利用定員は，宿泊サービス事業者が行う指定通所介護

等の事業に係る利用定員の２分の１以下とし，かつ，９人以下としなければならない。 

（設備及び備品等） 

第７条 宿泊サービス事業者は，宿泊サービス事業所に宿泊室及び寝具その他の宿泊サー

ビスの提供に必要な備品を備えるとともに，これを衛生的に管理しなければならない。 

２ 前項の宿泊室は，次に掲げる基準を満たすものとしなければならない。 

   １の宿泊室の定員は，１人とすること。ただし，利用者の希望等を勘案し適当と認 

  められる場合は，２人とすることができる。 

   宿泊室の床面積は，１室当たり７．４３平方メートル以上とすること。 

   前２号の規定にかかわらず，宿泊サービス事業者は，宿泊サービス事業所に定員が

２人，３人又は４人の宿泊室（以下「共同室」という。）を設けることができる。この

場合において，共同室の１室当たりの床面積は７．４３平方メートルに当該共同室の

定員数を乗じて得た面積以上とし，その構造は利用者の私生活上の秘密が確保された

ものとすること。 

３ 宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの提供に当たっては，利用者の希望等を勘案し 

 適当と認められる場合を除き，男女が同室で宿泊することがないよう配慮しなければな 

 らない。 

４ 宿泊サービス事業者は，宿泊サービス事業所にスプリンクラー設備を設置するよう努 



 

 めなければならない。 

    第３節 運営に関する基準 

（運営規程） 

第８条 宿泊サービス事業者は，別に定めるところにより，宿泊サービスの運営に関する

規程（以下「運営規程」という。）を定めなければならない。 

（介護支援専門員等の承認等） 

第９条 宿泊サービス事業者は，利用者に宿泊サービスを提供しようとするときは，あら

かじめ，指定居宅介護支援事業者等の介護支援専門員又は介護予防支援の提供に当たる

保健師その他の指定介護予防支援に関する知識を有する者（以下「介護支援専門員等」

という。）と協議し，その承認を得なければならない。ただし，当該利用者が指定通所

介護等の利用に係る計画を市長に届け出ている場合その他特別の理由がある場合は，こ

の限りでない。 

２ 介護支援専門員等は，宿泊サービスの利用について緊急その他やむを得ない理由があ 

 ると認める場合でなければ，前項本文の承認をしてはならない。 

３ 介護支援専門員等は，第１項本文の承認をしたときは，宿泊サービスに関する事項を 

 当該利用者の居宅サービス計画又は介護予防サービス計画に定めなければならない。 

（利用の申込時の説明） 

第１０条 宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの利用を希望する者からの申込みがあっ

たときは，その者又はその家族に対し，運営規程の概要，責任者の氏名，宿泊サービス

従業者の勤務の体制その他の宿泊サービスの利用に関する重要事項について，これを記

載した書面を交付して説明しなければならない。 

２ 宿泊サービス事業者は，前項の申込みを行った者又はその家族からの申出があった場 

 合には，同項の書面の交付に代えて，別に定めるところにより，同項の重要事項を電磁 

 的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であ 

 って別に定めるものをいう。）により提供することができる。 

（利用期間の制限） 

第１１条 １の利用者について連続して宿泊サービスを提供する日数は，７日以内としな

ければならない。ただし，利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病その他のやむを

得ない事情があると介護支援専門員等が認めた場合は，１４日以内とすることができる。 

２ １の利用者について宿泊サービスを提供する日数は，当該利用者の要介護認定又は要 



 

 支援認定の有効期間の２分の１に相当する期間を超えないものとする。 

（身体的拘束等の制限） 

第１２条 宿泊サービス事業者は，利用者その他の者の生命又は身体を保護するため緊急

やむを得ない理由がある場合を除き，身体的拘束その他の利用者の行動を制限する行為

を行ってはならない。 

（宿泊サービス計画） 

第１３条 宿泊サービス事業者は，宿泊サービスの利用が相当期間にわたり継続すること

が見込まれる利用者について，当該利用者の心身の状況，置かれている環境及び希望等

を勘案し，具体的なサービスの内容その他別に定める事項を定めた計画（以下「宿泊サ

ービス計画」という。）を作成しなければならない。 

２ 宿泊サービス事業者は，宿泊サービス計画の内容について利用者又はその家族に対し 

 て説明し，当該利用者の同意を得るとともに，宿泊サービス計画を記載した書面を当該 

 利用者に交付しなければならない。 

（非常災害対策） 

第１４条 宿泊サービス事業者は，夜間及び深夜の非常災害に関する具体的な計画を定め，

非常災害に対する不断の注意を払い，及び非常災害に備えるために必要な訓練を定期的

に実施しなければならない。 

（苦情処理） 

第１５条 宿泊サービス事業者は，当該宿泊サービス事業者が提供する宿泊サービスに関

して苦情の申出があったときは，迅速かつ適切にこれを処理するよう努めなければなら

ない。 

（記録の作成及び保存期間等） 

第１６条 宿泊サービス事業者は，利用者ごとに別に定める事項に関する記録を作成し，

その完結の日から５年間保存しなければならない。 

２ 宿泊サービス事業者は，前項の記録（別に定めるものに限る。）について利用者から提 

 供の依頼を受けたときは，書面の交付その他適切な方法により，当該記録を提供しなけ 

 ればならない。 

   第４章 報告書の作成及び提出等 

第１７条 宿泊サービス事業者は，毎年１回，別に定めるところにより，宿泊サービスの

事業の実施状況について明らかにした報告書を作成し，市長に提出しなければならない。 



 

２ 市長は，前項の規定により報告書の提出を受けたときは，毎年１回，その内容を取り 

 まとめて，公表するものとする。 

   第５章 雑則 

（報告の徴収） 

第１８条 市長は，前条第１項に定めるもののほか，この条例の施行に必要な限度におい

て，宿泊サービス事業者及び指定居宅介護支援事業者等に対し，宿泊サービスの事業の

実施に関し必要な報告を求めることができる。 

（立入調査等） 

第１９条 市長は，この条例の施行に必要な限度において，市長が指定する職員に，宿泊

サービス事業所又は指定居宅介護支援若しくは指定介護予防支援の事業を行う事業所

に立ち入り，必要な調査をさせ，又は関係者に質問させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査又は質問をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し， 

 関係者の請求があったときは，これを提示しなければならない。 

３ 第１項の規定による立入調査又は質問の権限は，犯罪捜査のために認められたものと 

 解釈してはならない。 

（指導又は助言） 

第２０条 市長は，宿泊サービス事業者及び指定居宅介護支援事業者等に対し，この条例

の規定に違反する行為を防止し，又は是正するために必要な指導又は助言を行うものと

する。 

（勧告及び公表） 

第２１条 市長は，前条の規定による指導を行った場合において，宿泊サービス事業者が

なお第３章の規定に違反していると認めるときは，当該宿泊サービス事業者に対し，必

要な措置を採ることを勧告することができる。 

２ 市長は，前項の規定による勧告をしようとするときは，あらかじめ，当該勧告の対象 

 となる宿泊サービス事業者にその理由を通知し，弁明及び有利な証拠の提出の機会を与  

 えなければならない。 

３ 市長は，第１項の規定による勧告を行ったときは，その旨及びその内容を公表するこ 

 とができる。 

（委任） 

第２２条 この条例において別に定めることとされている事項及びこの条例の施行に関し



 

必要な事項は，市長が定める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に宿泊サービスの提供を受けている利用者については，第１１ 

 条の規定は，平成２９年９月３０日までの間は，適用しない。この場合において，当該 

 利用者に宿泊サービスを提供する宿泊サービス事業者は，この条例の趣旨にのっとり， 

 指定居宅介護支援事業者等と連携を図ったうえで利用者の福祉の増進を図るために必要 

 な措置を講じるよう努めなければならない。 

３ この条例の施行の際現に京都市介護保険法に基づく事業及び施設の人員，設備及び運 

 営の基準等に関する条例第８条，第１６条，第３２条又は第３８条の規定により，宿泊 

 サービスの内容についてその提供の開始前に行うべき届出をしている者は，第４条第１ 

 項の規定による届出をしたものとみなす。 

（保健福祉局長寿社会部介護保険課） 


